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平成 28 年度センター事業報告 
 
1.事業活動報告 
 当センターの事業活動は、文部科学省私立大学戦略的基盤形成支援事業
の認可を受けて発足した。平成 28 年度の事業活動を時系列的に示せば以
下の通りである。 
 
平成 28 年度第 1 回運営委員会議事録 
日時：7 月 9 日（土）11 時 00 分～11 時 30 分 
場所：白山キャンパス 2 号館 8 階経営力創成研究センター 
出席者：井上善海、柿崎洋一、小嶌正稔、西澤昭夫、石井晴夫、小椋康宏、
董晶輝  
 
報告事項： 
１．第 1 回シンポジウムの開催について 
 第 1 回シンポジウムは 7 月 9 日の 13：00 より開催される。基調講演 2
名、尾堤宏氏（有限会社おつづみ園代表取締役社長）、小野史人氏（株式
会社ライブリッツ・アンド・カンパニー代表取締役社長・中小企業診断士）
である。その後、幸田浩文氏を交えてパネルディスカッションを行う。来
場者は 60 名を見込んでいる。 
２．平成 28 年度研究支援者について 
 清水健太氏が就任されることが承認された。 
３．アンケート調査結果の集計・分析、報告書作成について 
 研究支援者が集計などの初期段階の作業を行うことなど役割分担が決
められた。 
４．海外企業視察について 
 9 月上旬に、研究員 3 名でインドネシアの日系企業について調査を行う
ことが議論された。 
 
審議事項 
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１．第 2 回シンポジウムの開催について 
 11 月 19 日（土）に開催の予定、スモール・ビジネスをテーマとして決
めた。 
２．国際シンポジウムについて 
 10 月 22 日（土）に、タイ国の泰日工業大学の研究者他 2 名で講演を依
頼することを了承された。 
３．国内研究視察について 
 授業のない期間に 2－3 名のグループで調査を行うことで了承された。 
４．年報第 13 号の論文募集について 
 客員研究員も含めて、今年度の研究成果をまとめた年報を発行すると決
定した。 
５．中間出版物について 
 スモール・ビジネスの創造とマネジメントをテーマにこれまでの研究成
果をまとめた著書を年度内に出版することに決めた。 
 
平成 28 年度第 1 回研究員会議議事録 
日時：7 月 9 日（土）11 時 30 分～12 時 40 分 
場所：白山キャンパス 2 号館 8 階経営力創成研究センター 
出席者：井上善海、柿崎洋一、小嶌正稔、西澤昭夫、石井晴夫、小椋康宏、
董晶輝、小野瀬拡、加藤茂夫、松本芳男、清水健太 
 
報告事項： 
１．第 1 回シンポジウムの開催について 
 第 1 回シンポジウムは 7 月 9 日の 13：00 より開催されることが報告さ
れた。 
２．平成 28 年度研究支援者について 
 清水健太氏が就任されることが報告された。 
３．アンケート調査結果の集計・分析、報告書作成について 
 アンケート調査における役割分担などが説明され、各研究員に協力要請
がなされた。 
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４．海外企業視察について 
 9 月上旬に、研究員 3 名でインドネシアの日系企業について調査を行う
予定であることが報告された。 
 
審議事項 
１．第 2 回シンポジウムの開催について 
 11 月 19 日（土）に開催の予定、スモール・ビジネスをテーマとして議
論が進んでおり、具体的なプログラムなどについて議論が行われた。 
２．国際シンポジウムについて 
 10 月 22 日（土）に、タイ国の泰日工業大学の研究者他 2 名で講演を依
頼することを了承された。 
３．国内研究視察について 
 授業のない期間に 2－3 名のグループで調査を行うことで了承された。 
４．年報第 13 号の論文募集について 
 客員研究員も含めて、今年度の研究成果をまとめた年報を発行すると決
定した。 
５．中間出版物について 
 スモール・ビジネスの創造とマネジメントをテーマにこれまでの研究成
果をまとめた著書を年度内に出版することに承認された。 
 
平成 28 年度第 2 回運営委員会議事録 
日時：平成 28 年 10 月 22 日（土）10 時 30 分～11 時 30 分 
場所：白山キャンパス 2 号館 8 階経営力創成研究センター 
出席者：井上善海、柿崎洋一、小椋康宏、董輝晶、石井晴夫、西澤昭夫、 
 
報告事項 
１．図書の刊行について 
 本センターの中間成果物である図書の刊行準備が順調に進んでいるこ
とが報告された。 
２、年報の刊行について 
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 本年度も年賦『経営力創成研究』第 13 号が刊行されることが報告され、
積極的な論文投稿がよびかけられた。 
 
審議事項 
１．アンケート調査について 
 中間成果物に掲載するアンケート調査についての説明文の執筆などに
ついて議論がなされた。 
２．2016 年度第 3 回シンポジウムについて 
 第 3 回シンポジウムの開催案が提案され、承認された。 
 
平成 28 年度第 3 回運営委員会議事録 
日時：平成 28 年 11 月 19 日（土）10 時 30 分～11 時 30 分 
場所：白山キャンパス 2 号館 8 階経営力創成研究センター 
出席者：井上善海、柿崎洋一、小椋康宏、董輝晶、石井晴夫、西澤昭夫、 
 
報告事項： 
１．第 2 回シンポジウムの開催について 
 第 2 回シンポジウムは 11 月 19 日の 13：00 より開催される。基調講演
と海外企業調査報告・ディスカッションの 2 部構成となる。基調講演は株
式会社ウイルフの代表取締役社長である黒石健太郎氏によるもので、海外
企業調査報告・ディスカッションは研究員の柿崎洋一氏、董晶輝氏、小椋
康宏氏が担当する。 
２．図書出版について 
 中間成果を取りまとめた図書の出版は決裁となり、執筆分担者に 12 月
初旬までに原稿の提出を依頼している。 
３．海外企業視察について 
 29 年２月下旬に、アジアの日系企業について調査を行うことが検討され
ている。 
 
審議事項 
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１．第 3 回シンポジウムの開催について 
 29 年 1 月 28 日（土）に開催の予定、スモール・ビジネスの創造と経営
革新をテーマに、東洋大学中小企業経営革新等支援機関コモンズ開設記念
を兼ねて行うことが提案され、了承となった。 
２．年報（13 号）の発行について 
 年報の原稿募集について議論され、客員研究員も含めて３つの研究グル
ープの論文を掲載することとなった。 
３．国内研究視察について 
 授業のない期間に 2－3 名のグループで調査を行うことで了承された。 
４．アンケート調査の分析結果およびまとめについて 
 アンケート調査について、統計分析の結果が報告され、分析内容につい
て議論を行った。分析結果のまとめについて、専門分野ごとに担当者を決
め、最終稿を中間出版物に掲載することが了承された。 
 
平成 28 年度第 2 回研究委員会議事録 
日時：平成 28 年 11 月 19 日（土）11 時 30 分～12 時 30 分 
場所：白山キャンパス 2 号館 8 階経営力創成研究センター 
出席者：井上善海、柿崎洋一、小椋康宏、董輝晶、石井晴夫、劉永鴿、西
澤昭夫、山口裕之、大原亨、中村久人、松本芳男、松村洋平、加藤茂夫、
佐藤一義、今井雅和、中村公一、吉村浩司、小野瀬拡、 
 
報告事項： 
１．第 2 回シンポジウムの開催について 
 第 2回シンポジウムは本日の 13：00より開催されることが報告された。
基調講演と海外企業調査報告・ディスカッションの 2 部構成となる。基調
講演は株式会社ウイルフの代表取締役社長である黒石健太郎氏によるも
ので、海外企業調査報告・ディスカッションは研究員の柿崎洋一氏、董晶
輝氏、小椋康宏氏が担当することが報告された。 
２．図書出版について 
 中間成果を取りまとめた図書の出版は決裁となり、執筆分担者に 12 月
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初旬までに原稿の提出を依頼している。 
３．海外企業視察について 
 29 年２月下旬に、アジアの日系企業について調査を行うことが検討され
ている。 
 
審議事項 
１．第 3 回シンポジウムの開催について 
 29 年 1 月 28 日（土）に開催の予定、スモール・ビジネスの創造と経営
革新をテーマに、東洋大学中小企業経営革新等支援機関コモンズ開設記念
を兼ねて行うことが提案され、了承となった。 
２．年報（13 号）の発行について 
 年報の原稿募集について議論され、客員研究員も含めて３つの研究グル
ープの論文を掲載することとなった。 
３．国内研究視察について 
 授業のない期間に 2－3 名のグループで調査を行うことで了承された。 
４．アンケート調査の分析結果およびまとめについて 
 アンケート調査について、統計分析の結果が報告され、分析内容につい
て議論を行った。分析結果のまとめについて、専門分野ごとに担当者を決
め、最終稿を中間出版物に掲載することが了承された。 
 
平成 28 年度第 4 回運営委員会議事録 
日時：平成 29 年 1 月 28 日（土）10 時 30 分～11 時 00 分 
場所：白山キャンパス 2 号館 8 階経営力創成研究センター 
出席者：井上善海、柿崎洋一、西澤昭夫、石井晴夫、小椋康宏、董晶輝 
 
報告事項： 
１．中間成果物の出版について 
 原稿の最終校正の段階に入って、全体の統一などの編集作業を行ったこ
とが報告された。 
２．年報第１３号について 
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 投稿された論文は査読を経て、現在修正などを依頼中である。編集委員
会で最終確認後、印刷会社へ編集と製本を依頼することが報告された。 
３．第３回シンポジウムの開催について 
 第３回シンポジウムは 1 月 28 日の 13：00 より開催される。基調講演と
パネルディスカッションの 2 部構成となる。基調講演は株式会社コーポレ
ーションパールスターの代表取締役社長である新宅光男氏より経営革新
についてご講演をいただく予定である。中小企業診断士コース関係者を含
む 80 名の参加が見込まれる。 
４．その他 
 2 月中旬にナカシマプロペラ株式会社とダイヤ工業株式会社について視
察、インタービューを行う予定で、2 月下旬にはスワニー（中国）を訪問
する予定が報告された。 
 
審議事項 
１．研究支援者の雇用について 
現任の研究支援者が大学の専任教員となるため、来年度では担当できな
い。後任の研究支援者の推薦について、承認された。 
２．来年度の研究計画 
シンポジウムを 3 回開催し、さらに日本マネジメント学会と共催を 1 回
行うことが承認された。海外企業調査については中国大連のソフトウェア
関連企業を 8 月下旬に訪問する提案が承認された。 
 
平成 28 年度第 3 回研究員会議議事録 
日時：平成 29 年 1 月 28 日（土）11 時 00 分～12 時 30 分 
場所：白山キャンパス 2 号館 8 階経営力創成研究センター 
出席者：井上善海、柿崎洋一、西澤昭夫、石井晴夫、小椋康宏、董晶輝、
小野瀬拡、松本芳男、加藤茂夫、清水健太 
 
報告事項： 
１．中間成果物の出版について 
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 原稿の最終校正の段階に入って、全体の統一などの編集作業を行ったこ
とが報告された。 
２．年報第１３号について 
 投稿された論文は査読を経て、現在修正などを依頼中である。編集委員
会で最終確認後、印刷会社へ編集と製本を依頼することが報告された。 
３．第３回シンポジウムの開催について 
 第３回シンポジウムは 1 月 28 日の 13：00 より開催される。基調講演と
パネルディスカッションの 2 部構成となる。基調講演は株式会社コーポレ
ーションパールスターの代表取締役社長である新宅光男氏より経営革新
についてご講演をいただく予定である。中小企業診断士コース関係者を含
む 80 名の参加が見込まれる。 
４．その他 
 2 月中旬にナカシマプロペラ株式会社とダイヤ工業株式会社について視
察、インタービューを行う予定で、2 月下旬にはスワニー（中国）を訪問
する予定が報告された。 
 
審議事項 
１．研究支援者の雇用について 
現任の研究支援者が大学の専任教員となるため、来年度では担当できな
い。後任の研究支援者の推薦について、承認された。 
２．来年度の研究計画 
シンポジウムを 3 回開催し、さらに日本マネジメント学会と共催を 1 回
行うことが承認された。海外企業調査については中国大連のソフトウェア
関連企業を 8 月下旬に訪問する提案が承認された。 
 
2.平成 28 年度シンポジウム開催報告 
「スモールビジネスの事業継続性と発展」 
日時：2016 年 7 月 9 日（土）12：40 受付開始 
会場：東洋大学白山キャンパス 8 号館 7 階 125 記念ホール 
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平成 28 年度第 1 回シンポジウムプログラム 
 
13：00～13：10【開会挨拶】 
井上善海氏（経営力創成研究センター長・東洋大学経営学部教授） 
13：10～13：20【大学院経営学研究科長挨拶】 
西澤昭夫氏（東洋大学大学院経営学研究科長） 
 
13：20～14：10【基調講演１】 
論題 ：「これからの老舗お茶屋の経営のあり方  
         ～お茶屋はなくなるけどお茶はなくならない～」 
講演者：尾堤 宏氏（有限会社おづつみ園代表取締役社長） 
司会者 ：小椋康宏氏（東洋大学名誉教授・センター顧問） 
14：10～14：20【休憩】 
 
14：20～15：10【基調講演２】 
論題：「老舗企業の経営改善と再成長支援」 
報告者：小野史人氏（株式会社ライブリッツ・アンド・カンパニー代表取
締役社長・中小企業診断士） 
司会者 ：木下 潔氏（東洋大学大学院経営学研究科特任教授） 
15：10～15：30【休憩】 
 
15：30～16：50 【パネルディスカッション】 
論題：「スモール・ビジネスの事業継続性と発展」 
パネリスト：幸田浩文氏（東洋大学経営学部教授・センター研究員） 
パネリスト：尾堤 宏氏（有限会社おづつみ園代表取締役社長） 
パネリスト：小野史人氏（株式会社ライブリッツ・アンド・カンパニー代
表取締役社長） 
コーディネーター：小野瀬拡氏（駒澤大学経営学部教授・センター客員研
究員） 
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16：50～17：00【閉会挨拶】 
柿崎洋一氏（東洋大学経営学部教授・日本マネジメント学会会長・副セン
ター長 
 
 
尾堤宏氏（有限会社おづつみ園代表取締役社長） 
基調講演 1 では、有限会社おづつみ園代表取締役社長の尾堤宏氏が「新
しい老舗を創造する ～なくなるものと、なくしてはならないもの～」と
いう論題で講演された。 
茶葉の販売は縮小市場といわれるが、春日部で地域から愛される同社は
数多くの改革によって成長してきた。その経営実践として、新商品の開発
や顧客管理システムなどの新しい取り組み、従業員への対応や採用方法な
ど多岐にわたる紹介がなされた。 
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小野史人（株式会社ライブリッツ・アンド・カンパニー代表取締役社長） 
基調講演 2 では、株式会社ライブリッツ・アンド・カンパニー代表取締
役社長の小野史人氏が、「老舗企業の経営改善と再成長支援」という論題
で講演された。 
業績が低迷する老舗企業が多い中、同社はそんな会社に数多く助言する
ことで再成長させてきた。そのキーワードとして、変えてはいけないこと
と変えなくてはいけないことを見極め、クライアントの納得感のために二
つのマップを示すことなどが挙げられた。 
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幸田浩文氏（東洋大学経営学部教授・センター研究員） 
パネルディスカッションでは、以上の講演者 2 名に東洋大学経営学部教
授・センター研究員の幸田浩文氏をパネリスト加え、駒澤大学経営学部教
授・センター客員研究員の小野瀬拡氏をコーディネーターにして設定され
た。幸田氏より「スモール・ビジネスの事業継続性と発展」に関して問題
提起がなされ、フロアとの質疑応答とともに、議論が深められた。 
 
平成 28 年度国際シンポジウム 
「日タイ経済交流の現状と課題」 
日時：2016 年 10 月 22 日（土）12：40 受付開始 
会場：東洋大学白山キャンパス 8 号館 7 階 125 記念ホール 
 
平成 28 年度国際シンポジウムプログラム 
13：00～13：05【開会挨拶】 
井上善海氏（経営力創成研究センター長・東洋大学経営学部教授） 
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13：05～13：15【大学院経営学研究科長挨拶】 
西澤昭夫氏（東洋大学大学院経営学研究科長） 
 
13：20～14：00【基調講演１】 
論題：「Why Do Japanese Firms Invest in Thailand?」 
講演者 ：WADEECHAROEN, Wanida 氏（タイ日工業大学経営学部講師） 
司会者 ：西澤昭夫氏 
14：00～14：10【休憩】 
 
14：10～14：50【基調講演２】 
論題：「 Technological Capability Development and Innovation in 
Thailand after Financial Crisis: The Cases of Electronics, Automotive 
and Frozen Seafood Industries」 
講演者：INTARAKUMUNERD, Patarapong 氏 
（政策研究大学院大学教授） 
司会者：董晶輝氏（東洋大学教授・センター研究員） 
14：50～15：00【休憩】 
 
15：00～15：40【基調講演 3】 
論題：「A Challenge of Smart Green Innovation Park in Thailand」 
講演者：原 啓氏（TSK ホールディング株式会社代表取締役） 
司会者：柿崎洋一氏（東洋大学教授・センター研究員） 
15：40～16：00【休憩】  
16：00～16：50 【質疑応答＋ディスカッション】  
16：50～17：00【閉会挨拶】 
小椋康宏氏（東洋大学名誉教授・センター顧問） 
 
『経営力創成研究』第 13 号，2017
109
 
Wanida Wadeecharoen 氏（タイ日工業大学経営学部講師） 
国際シンポジウムでは、泰日工業大学の Dr. Wanida Wadeecharoen 氏が
“ TREND OF JAPANESE MANUFACTURING INVESTMENT 
INFLOWS TOWARDS ASIA ECONOMIC COMMUNITY (AEC). A 
CASE STUDY OF THAILAND INVESTMENT POSITION AND ITS 
LOCATION ADVANTAGE. ─  Why Japanese Firm Invest in 
Thailand? ”のタイトルで報告を行った。 
Wanida 氏によれば、製造業における日本企業の海外生産でタイは重要
な国として位置づけられており、アセアン全体を見ても日本企業の投資は
増加している。例えばアセアン地域に投資を行う主体として多くの国や地
域が挙げられるが、その中でも日本は EU、アセアンに続く 3 位に位置づ
けられている。（4 位はアメリカ） 
また 2012 年以降、投資分野によっては投資が減少した分野もあるが、
金属製品・機械類の分野は継続的に大きな投資を呼び込んでいること等が
報告された。 
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INTARAKUMUNERD, Patarapong 氏（政策研究大学院大学教授） 
INTARAKUMUNERD, Patarapong 氏は“ Technological Capability 
Development and Innovation in Thailand after Financial Crisis: The 
Cases of Electronics, Automotive and Frozen Seafood Industries”のタ
イトルで金融危機の後のタイの技術的能力開発およびイノベーションに
関する報告がなされた。 
1997 年の金融危機後、タイでは産業の肯定的な変化が発生しており、
例えば、いくつかの大きな会社は研究開発を増加させたり、新しいスター
トアップ企業が増加等している。 
 タイの企業では研究開発を行ったりイノベーションを持つ企業の割合
が 2001 年では 1.7％（R&D）2.6％（イノベーション）と少なかったが、
2011 年には 7.96％（R&D）、20.73％（イノベーション）とそれぞれ大き
く増加している。 
 これらの変化は金融危機後に発生しているが、政府の政策として
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National STI Basic Law (2008)の制定などの影響も大きく、国として
2009 年以来、「創造的な産業」の促進を進めている等の報告があった。 
 
 
原啓氏（ティ‐エスケー・ホールディング株式会社・株式会社 JTEAM
代表取締役） 
ティ‐エスケー・ホールディング株式会社・株式会社 JTEAM 代表取締
役原啓氏は、「タイ王国スマート・グリーンイノベーション・パークの挑
戦」とのタイトルで報告を行った。 
 タイの工業化と日本の協力の話から始まり、日本政府による巨額 ODA
の投入（1982 年 7 月～1993 年 9 月、総額 1,788 億円）によるいくつかの
開発事例の話があった。（マプタプット港建設、マプタプット工業団地、
天然ガス分離プラント、レムチャバン商業港、レムチャバン工業団地等） 
 また近年の自動運転技術による自動車産業の話が出てきており、Google
を筆頭としたシリコンバレーの名だたる企業がもたらす自動車産業の革
命に対して既存企業が抱える問題の指摘などがあった。 
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平成 28 年度第 2 回シンポジウム 
「スモールビジネス・マネジメントの創造と国際的企業家育成」 
日時：2016 年 11 月 19 日（土）12：40 受付開始 
会場：東洋大学白山キャンパス 2 号館 16 階スカイホール 
 
第２回シンポジウムログラム 
13：00～13：05【開会挨拶】 
井上善海氏（経営力創成研究センター長・東洋大学経営学部教授） 
 
13：05～14：45 【GESIC Speak out（ジーセック スピークアウト） 】 
司会：西澤昭夫氏（東洋大学大学院経営学研究科長・日本ベンチャー学会
会長・センター研究員） 
 
【基調講演】 13：05～14：15 
論題：「East Ventures やサムライインキュベートから出資を受ける起業家
が、生まれてくる仕組みとは？」 
講演者：黒石健太郎氏（株式会社ウィルフ 代表取締役社長） 
【質疑応答】 14：15～14：45 
14：45～15：00【休憩】 
 
15：00～16：50 【シンポジウム】 
司会：小椋康宏氏（東洋大学名誉教授・センター顧問） 
論題：「インドネシア進出日本企業の現状と課題」 
報告者：柿崎洋一氏（東洋大学経営学部教授・日本マネジメント学会会長・
センター研究員） 
報告者：董 晶輝氏（東洋大学経営学部教授・センター研究員） 
  
16：50～17：00【全体総括と閉会挨拶】 
井上善海氏 
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黒石健太郎氏（株式会社ウィルフ 代表取締役社長） 
 
黒石氏の講演はウィルフの起業家育成に貢献する取り組みについての
ものであった。 
 近年日本においても、とりわけ社会的起業家の重要性が指摘されている。
ウィルフでは、若者の起業を支援することを事業の中心にすえ、日本にお
ける起業率の向上を通じて社会に貢献しようとするものであった。多くの
優秀な若者がウィルフの起業支援プログラムから、起業に必要なノウハウ
を学び、事業展開につなげている実態を拝聴することができた。 
 今回の内容は、本研究センターの研究趣旨に合致する大変興味深い内容
となった。貴重な講演をいただいた黒岩様にこの場を借りて御礼を申し上
げたい。 
 
『経営力創成研究』第 13 号，2017
114
パネルディスカッション報告については、海外調査報告を参照していた
だきたい。 
 
平成 28 年度第 3 回シンポジウム 
「スモールビジネスの創造と経営革新」 
日時：2017 年 1 月 28 日（土）12：40 受付開始 
会場：東洋大学白山キャンパス 2 号館 16 階スカイホール 
 
平成 28 年度第 3 回シンポジウムプログラム 
13：00～13：10【開会挨拶】 
西澤昭夫氏（東洋大学大学院経営学研究科長・センター研究員） 
 
13：10～14：40 【基調講演】 
論題：「機能靴下メーカーから医療機器靴下メーカーへ経営革新」 
講演者 ：新宅光男氏（株式会社コーポレーションパールスター 代表取
締役社長）転倒防止靴下など機能性靴下の製造・販売を手掛けるコーポレ
ーションパールスターは、経営革新計画を過去 3 回認定を受け、産官学連
携で手術中や術後の患者が使うむくみ防止靴下を開発し、自社ブランドの
医療用靴下を展開している。        
司会者：井上善海氏（東洋大学経営学部教授・センター長） 
14：40～15：00【休憩】 
 
15：00～16：30 【パネルディスカッション】 
司会：小椋康宏氏（東洋大学名誉教授・センター顧問） 
論題 「スモールビジネスの創造と経営革新」 
パネリスト：新宅光男氏（株式会社コーポレーションパールスター 代表
取締役社長） 
パネリスト：赤坂浩史氏（独立行政法人中小企業基盤整備機構 審議役） 
パネリスト：藤田雅三氏（インサイトアップ株式会社 代表取締役・中小
企業診断士） 
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コーディネーター：木下潔氏（東洋大学大学院特任教授） 
 
16：30～16：40【全体総括と閉会挨拶】 
柿崎洋一氏（東洋大学経営学部教授・副センター長・日本マネジメント学
会会長） 
 
17：00～18：30【参加者による交流会】 
 
 
新宅光男氏（株式会社コーポレーションパールスター 代表取締役社長） 
 新宅氏の講演は、転倒防止靴下など機能性靴下の製造・販売を手掛ける 
ことに関わる経営改革などについてであった。経営革新計画を過去 3 回認
定を受け、産官学連携で手術中や術後の患者が使うむくみ防止靴下を開発
し、自社ブランドの医療用靴下を展開しており、中小企業においてどのよ
うに新製品開発を行うことが望ましいのかという点において、大変参考に
なる講演となった。会場からも多くの質問がでて、おおいに盛り上がった
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講演となった。 
 貴重な講演をいただいた新宅氏にはあらためて御礼を申し上げたい。 
 
 
パネルディスカッション報告 
今回のパネルディスカッションは、赤坂氏の「企業の稼ぐ力(生産性の向
上)」という問題と新宅氏が基調講演で挙げた「人が関わるところに差別化
がある」という主張との交点はどこにあるのかをテーマに最初の議論が行
われた。新宅氏は、「生産性が上がるとモノの質が下がる」という中小企
業の経営者ならではの視点に立った回答を述べた後、生産性を向上させる
には、従業員の仕事を忙しくさせることで緊張感のある現場を作ることだ
と主張した。 
 第二の議論は、「能力のある中小経営者にとって本当に経営コンサルタ
ントは必要なのか」をテーマに、スーパーの卸売り事業の経営経験があり
中小企業診断士として活躍されている藤田氏が答えた。「コンサルティン
グは現場の改善や人的資源システムの改善が主な仕事ではあるが、コンサ
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ルタントに求められるのは自分の経験や支援事例、昨今の事情を背景にし
て中小企業のオーナーが「うちにはこんな強みがあるのか」という発見が
できるようネタの提案をする力である」靴下を作り続けて 102 年、株式会
社コーポレーションパールスターの新宅社長は「うちの会社の弱みは営業
力や信用力だ。自分のところでできないことや経験の未熟な分野ではコン
サルタントに大変お世話になった」と述べた。 
 第三の議論は中小企業基盤整備機構の赤坂氏に対しての「経営革新等支
援機関の成果」を伺うものと「支援ノウハウの横展開とはいうが、よろず
支援拠点計画はコンサルの仕事の取り合いになるのではないか」をテーマ
に行われた。赤坂氏は「全ての機関が支援に前向きではないため、支援が
適切に稼働しているかのチェック体制の整備と、支援機関の責任と使命感
が求められている」と答えた。また、「よろず支援はコンサルの客を奪う
わけでなく、支援を公表することでお互いの長所を持ち寄って支援を必要
とする中小企業当事者に還元することが目的だ」と述べた。 
 総括として、組織の枠を超えた人のつながりやネットワークこそが生産
性の向上、日本の８割を占める中小企業の「稼ぐ力」になるとして今回の
パネルディスカッションは締められた。 
 
3.海外企業調査報告 
インドネシア企業調査報告 
 
はじめに 
当研究センターの研究計画の一環である海外での実地調査の実施にあ
たり、今年度の調査では、東南アジアでも有数の人口と市場規模が有する
インドネシアをサンプル国として調査研究行った。 
 
（１）調査先および面接者 
調査日 調査先 面接者 
2016 年 9 月 7 日  インドネシア味の素社 神谷歩社長 
松本晋一副社長 
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2016 年 9 月 8 日  双日インドネシア工業団地開発会社  小泉匡弘副社長、 
三木久徳主任 
2016 年 9 月 9 日  ジェトロ・ジャカルタ事務所  山城武伸主任 
 
（２）調査期間 
2016 年 9 月 6 日～9 月 10 日 
 
（３）調査メンバー 
柿崎洋一（副センター長） 
董 晶輝（センター研究員） 
小椋康宏（センター顧問） 
 
（４）調査報告 
調査研究の内容について、以下に報告する。 
2016 年 9 月 7 日 7：00 にインドネシア味の素社松本晋一副社長より出
迎えを受け、インドネシア味の素社の製品が実際に販売されている公設市
場を視察し、販売の仕組みについて現場で説明を受けた。その後、場所を
本社に移し、神谷歩社長および松本晋一副社長より、1969 年からインド
ネシアでの事業展開、販売網の確立、現地製品の開発及び将来の展望につ
いて説明を受けた。続いて、インドネシアを含む東南アジアでの企業経営
についてディスカッションと意見交換を行った。 
2016 年 9 月 8 日に双日インドネシア工業団地開発会社にて視察、ヒア
リングおよびディスカッションを行った。先方の応接は小泉匡弘副社長お
よび三木久徳主任であった。まずは、双日インドネシア工業団地開発会社
のこれまでの事業展開と将来の展望について説明を受けた。続いて、工業
団地の日系企業の経営活動の紹介を受けながら、日系企業のこれまでの経
営状況と課題についてディスカッションと意見交換を行った。最後に、工
業団地を視察し、工業団地開発の全体像、操業中の企業および準備中の企
業について説明を受けた。 
2016 年 9 月 9 日にジェトロ・ジャカルタ事務所にてヒアリング調査を
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編集後記 
 東洋大学経営力創成研究センターの本年度の研究は、3 回にわたる国内の経営
実践家を交えたシンポジウムの開催、さらに国際シンポジウムを開催した。そし
てインドネシアの企業調査、研究員による研究会を中心に実施致しました。これ
らの調査・研究を通じまして、本センターのテーマである「スモールビジネス・
マネジメントの創造と国際的企業家育成の研究」は大きな前進をすることができ
ました。 
 そして今回、これらの研究成果および活動報告を『経営力創成研究』第 13 号
として、発行する運びとなりました。本号に掲載された研究論文は本センターの
統一テーマに基づき、7 本の研究論文が収録されています。研究論文 7 本はいず
れも査読者の審査を経た「査読論文」です。 
 またシンポジウムの開催におきましては、学内外からの多くの協力を得ていま
す。ご協力頂きました、講演者・報告者・諸先生方には、この場をお借りして御
礼を申し上げる次第です。さらに、海外・国内調査におきましては、多くの企業
や学識者のご協力のもと行われました。こちらに関しましてもあわせて御礼申し
上げます。 
 最後に、本年報の執筆者の皆様をはじめ、年報の刊行にあたってご尽力頂きま
した学長室研究推進課及び研究支援者の方々に感謝を申し上げます。 
 
平成 29 年 2 月 17 日 
東洋大学経営力創成研究センタ  ー
年報編集委員会 委員長 小椋康宏 
 
 
【年報編集委員会】 
委員長 小椋康宏 委員 柿崎洋一 
委員  幸田浩文 委員 小嶌正稔 
委員  董晶輝 
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行った。先方の応接は山城武伸主任であった。まずはインドネシアの現状
と将来像について、地理人口、経済状態、消費市場、政治の動向、日系企
業のビジネスなどの紹介を受けた。続いて、インドネシア経済の展望に基
づく日系企業の経営課題と戦略についてディスカッションと意見交換を
行った。 
今回の調査研究では今後の研究展開に関して新しい知見と見方を得る
ことができ、当研究センターの研究に大変有益な情報を得ることができた。 
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